
『福祉大臣』を活用することで、社会福祉法人の新会計基準移行
をスムーズかつ短期間で完了

大臣シリーズ導入事例 アドバンテージあさひ

社会福祉法人 山梨県障害者援護協会
山梨県立あけぼの医療福祉センター成人寮
アドバンテージあさひ
所在地
代表者
設立
従業員数
事業内容
URL

山梨県韮崎市旭町上条南割3251-1
理事長 金丸康信
1982年
62名
社会福祉事業（障害者支援など）
http://homepage2.nifty.com/advanasahi/

身体障害者の自立支援・生活介護を目的とする「アドバンテージあさひ」では、自然豊かな環境のなか、

充実した施設・設備で利用者にきめ細かいサービスを提供しています。

24年度より新会計基準での会計処理をスタート。移行時の取り組みについて同施設 管理課の新津氏に伺いました。
本記事における移行スケジュールは取材先「アドバンテージあさひ」における事例です。
全ての社会福祉法人で同様の移行を保証するものではありませんのでご了承ください。

福祉大臣

　元々、会計業務は伝票は手書き、集計も手計算など人手による
作業が多く、集計後でないと金額の間違いなどが分からない状
況でした。
　「当時、会計業務は1施設に事務員2名で担当していました。月
次試算表は締日から1週間以内に作成と定めていましたが負担が
大きく、また、金額や集計を間違えた場合の検証も時間が掛かっ
ていました」（新津氏）
　その後、社会福祉法人会計用のシステムを導入し、業務に合
わせてカスタマイズを行いました。パソコンでの入力、集計作業な
どで会計業務は省力化できました。しかし、頻繁な制度・法改正

業務効率が向上し、負担の大きかった会計業務での人員の合理化を実現

度重なる制度・法改正に対応すべく『福祉大臣』を導入

※この導入事例の記載内容は取材時（2013年4月）のものです。 1

管理課 課長
新津英男 氏

オフィス内の様子

などへのシステムの対応を迫ら
れることに。
　「今後の制度・法改正、複雑
化する社会福祉会計に対応す
るために、バージョンアップなど
で対応できるパッケージシステ
ム『福祉大臣』を導入しました」
（新津氏）

『福祉大臣』では、日常業務が格段に効率化したことで、人員
の合理化を実現できました。
「定期的な仕訳は事例登録しておくと、スムーズに伝票登録で
きます。資金移動などがあれば、そのつど伝票を入力しながら、
表示される予算の残高が確認できる点も便利です。月次の試算
表作成も大幅に省力化できました。現在では、会計業務を1施設
に事務員1名で担当。人員の合理化が図れ、利用者への支援を
強化できました」（新津氏）
また、決算時に必要な計算書類の作成もスムーズになり、施設
の運営における判断もスピードアップしました。

「旧会計基準での決
算時、資金収支計算
書や財産目録などの計
算書類も自動化でき、
時間短縮とミス軽減を
実現できました。計算
書類を早期に確認でき、
次年度の事業展開な
ど、計画を立てやすく
なりました」（新津氏）



新会計基準移行までのステップ

導入前の問題点 導入後の改善点

制度・法改正へのシステム対応に難があった

会計業務の負担が他の業務にも影響が出ていた

早期の新会計移行に向けた対応が急務だった

バージョンアップで低コスト・短期での対応可能

会計業務の負担減による、人員の合理化を実現

『福祉大臣』を活用し、短期間での移行を完了

大臣シリーズ導入事例 アドバンテージあさひ

新会計移行で享受できるメリットを把握し、準備を進めた
アドバンテージあさひは、社会福祉法人山梨県障害者援護協
会が山梨県から指定管理の委託を受け、運営している施設。ほ
かにも就労支援を主な目的とした、あさひワークホームも運営して
います。両施設は、平成24年度から新会計基準へ移行しました。
「現行の会計基準では、事業ごとで適用している会計基準が複
雑だったため、担当事務員も困惑することもしばしば。移行するこ
とにより、アドバンテージあさひは一般会計、あさひホームワークは
一般会計と就労会計を適用しました。会計基準が簡素化でき、日
常の業務や決算時の財務諸表作成などが分かりやすくなるため、
いち早く移行に踏み切りました」（新津氏）
平成24年3月頃から移行の準備に入り、同年度の決算業務終

了後から実務上の作業に取り掛かりました。
「事前に、山梨県社会福祉協議会主催の説明会に参加するな
ど、情報収集を行いました。そして、冊子や資料などを参考にし、
山梨県福祉保健部の監査担当に確認、相談しながら、新会計基
準の勘定科目の検討に入りました。特にリースなど、新設された勘
定科目などには注意しましたね。続いて、事業区分・拠点区分・
サービス区分の設定を行うなど、法人・施設で検討すべき事項を
決定していきました」（新津氏）

移行作業はもちろん、その後の会計業務も支える『福祉大臣』
　その後、販売店の支援を受けながら『福祉大臣』上での作業へ
と移りました。最初に、新会計基準用の新規データを作成し、確
定した勘定科目、区分などを登録。前年度（現行の会計基準）の
貸借対照表を新会計基準に組み替え、固定資産の部分など移
行時に生じた過年度の調整仕訳を行いました。最後に予算と期
首残高の登録を終え、約２カ月の期間で移行を完了しました。
　「『福祉大臣』は移行に関する機能も備わっており、作業はス
ムーズに進みました。山梨県福祉保健部の監査担当にあらかじ
め相談しておいたことも順調に進んだ要因のひとつだと思います」
（新津氏）
　また、新会計基準の科目を標準装備し、区分方法などにも対応
した『福祉大臣』は、移行時はもちろん新会計基準での業務もサ
ポートします。
　「新会計基準に対応した『福祉大臣』での業務は順調に進んで
います。日常的な伝票入力や月次の処理なども問題ありません。
これから決算を迎えますが、新会計基準での財務諸表や附属明
細書の出力、注記にも対応しているので助かります。また、事業ご
との合算集計が可能で、財務諸表作成時に重宝すると思います」
（新津氏）
　制度・法改正に対応を迫られる社会福祉法人会計を支援し続
ける『福祉大臣』。今回、アドバンテージあさひでの新会計基準移
行の一助となり、会計業務のさらなる効率化に向け、『福祉大臣』
が活躍する領域はますます拡がっていきます。

※この導入事例の記載内容は取材時（2013年4月）のものです。 2

アドバンテージあさひの施設内

2012年

2013年

3月

4月

5月

●山梨県社会福祉協議会主催の説明会
　などへ参加し、情報収集

4月

●新会計基準での会計業務開始
　（2012年度）

●最初の決算業務（2012年度）

●法人・施設での検討
- 新会計基準の勘定科目、拠点区分など確認・検討

●『福祉大臣』での作業
- 新会計基準用データ作成
- 勘定科目・区分の登録
- 過年度の調整仕訳
- 新会計基準での予算、期首残高の登録など

検討
および
移行
作業

新会計
スタート

準備

およそ
2カ月!

〜


